４　ハラスメント対策について（表５－①～⑤）
（１）対策状況及び項目
ハラスメント対策が進んでいる事業所は86.6%、対策が進んでいない事業所は13.4%となっている。
対策が進んでいる事業所を企業規模別にみると、「1000人以上」が98.3%と最も高く、「10人～29人」では72.5%と最も低くなっている。
また、対策を講じている項目は、「ハラスメントの内容・ハラスメントを行ってはならな
い旨の方針の明確化とその周知」が76.4%と最も高く、次いで「相談窓口の設置」66.5%の
順となっており、「その他」では、「相談しやすい環境づくり」、「個人面談の実施」や「ア
ンケートの実施」と回答した事業所があった。
　　
表５－①　対策状況及び項目

[image: image1.emf]1 2 3 4 5 6

ハ

ラ

ス

メ

ン

ト

の

内

容

・

ハ

ラ

ス

メ

ン

ト

を

行

っ

て

は

な

ら

な

い

旨

の

方

針

の

明

確

化

と

そ

の

周

知

対

応

マ

ニ

ュ

ア

ル

の

作

成

研

修

会

等

の

実

施

就

業

規

則

に

罰

則

規

程

を

設

け

る

相

談

窓

口

の

設

置

そ

の

他

件 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

2,023 86.6 76.4 30.1 48.0 49.3 66.5 1.6 13.4

1,486 82.9 73.1 27.0 41.0 47.4 60.1 1.9 17.1

537 96.6 84.2 37.4 64.5 53.9 81.5 0.8 3.4

10人～29人 414 72.5 69.0 22.0 23.0 32.0 37.3 3.0 27.5

30人～99人 595 82.7 69.9 24.8 37.6 45.7 55.1 1.0 17.3

100人～299人 476 92.0 79.5 29.7 53.7 51.6 74.4 2.3 8.0

300人～499人 113 92.9 79.0 33.3 61.9 56.2 87.6 1.0 7.1

500人～999人 125 96.8 86.0 36.4 65.3 58.7 87.6 1.7 3.2

1000人以上 300 98.3 85.4 44.1 70.2 63.4 87.1 0.3 1.7

建設業 131 81.7 80.4 21.5 49.5 43.9 64.5 0.9 18.3

製造業 273 81.7 74.0 17.5 37.2 49.3 57.0 1.8 18.3

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 66.7 100.0 - 100.0 100.0 100.0 - 33.3

情報通信業 50 96.0 75.0 31.3 52.1 64.6 72.9 4.2 4.0

運輸業、郵便業 108 83.3 73.3 30.0 46.7 50.0 62.2 - 16.7

卸売業、小売業 459 89.5 79.3 31.1 49.9 52.8 70.6 1.5 10.5

金融業、保険業 40 97.5 89.7 46.2 79.5 61.5 79.5 2.6 2.5

不動産業、物品賃貸業 51 82.4 73.8 33.3 45.2 47.6 64.3 2.4 17.6

学術研究、専門・技術サービス業 73 91.8 76.1 35.8 58.2 70.1 77.6 3.0 8.2

宿泊業、飲食サービス業 134 82.1 78.2 22.7 42.7 49.1 63.6 0.9 17.9

生活関連サービス業、娯楽業 47 85.1 77.5 22.5 45.0 52.5 57.5 2.5 14.9

教育、学習支援業 87 88.5 76.6 41.6 46.8 51.9 79.2 2.6 11.5

医療、福祉 467 86.9 73.4 36.9 48.8 41.4 66.5 1.7 13.1

複合サービス事業 7 100.0 85.7 71.4 100.0 71.4 85.7 - -

サービス業 93 88.2 73.2 22.0 42.7 40.2 54.9 - 11.8
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（２）対策にあたっての課題
ハラスメント対策にあたっての課題は、「ハラスメントの判断が難しい」が59.6%と最も高く、次いで「ハラスメントの発生状況を把握することが困難」33.9%の順となっている。
「その他」では、「過剰に反応する」、「ハラスメントがあっても訴えにくい」や「顧客からのカスタマーハラスメント」と回答した事業所があった。
表５－②　対策にあたっての課題
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2,023 86.6 59.6 16.2 33.9 18.2 2.2

1,486 82.9 60.1 15.6 34.2 16.6 2.4

537 96.6 58.4 17.5 33.1 22.0 1.9

10人～29人 414 72.5 56.3 13.3 26.3 8.0 2.3

30人～99人 595 82.7 63.6 17.1 36.0 15.2 2.4

100人～299人 476 92.0 59.6 14.2 36.1 23.7 2.1

300人～499人 113 92.9 64.8 14.3 27.6 26.7 3.8

500人～999人 125 96.8 60.3 19.0 38.0 24.0 0.8

1000人以上 300 98.3 53.9 20.0 35.3 20.0 2.0

建設業 131 81.7 57.9 15.0 37.4 22.4 0.9

製造業 273 81.7 63.2 15.2 32.7 16.6 2.7

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 66.7 100.0 - 50.0 - -

情報通信業 50 96.0 66.7 16.7 31.3 8.3 -

運輸業、郵便業 108 83.3 58.9 20.0 46.7 15.6 4.4

卸売業、小売業 459 89.5 61.3 15.8 34.3 17.0 2.2

金融業、保険業 40 97.5 53.8 25.6 30.8 20.5 -

不動産業、物品賃貸業 51 82.4 50.0 9.5 33.3 16.7 -

学術研究、専門・技術サービス業 73 91.8 55.2 10.4 31.3 25.4 4.5

宿泊業、飲食サービス業 134 82.1 52.7 18.2 29.1 14.5 0.9

生活関連サービス業、娯楽業 47 85.1 55.0 5.0 35.0 15.0 2.5

教育、学習支援業 87 88.5 59.7 7.8 29.9 14.3 1.3

医療、福祉 467 86.9 61.8 18.7 33.5 22.4 2.7

複合サービス事業 7 100.0 42.9 28.6 14.3 14.3 -

サービス業 93 88.2 51.2 18.3 34.1 15.9 2.4
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（３）対策が進んでいない理由及び今後対策していきたいこと
（ⅰ）対策が進んでいない理由
ハラスメント対策が進んでいない理由は、「ハラスメントの予防・解決のためのノウハウや人材がない」が43.4%と最も高く、次いで「ハラスメントの定義に対する理解不足」43.0%の順となっており、「その他」では、「ハラスメントが発生していない」と回答した事業所があった。
また、ハラスメント対策が進んでいない事業所を企業規模別にみると、「10人～29人」が27.5％と最も高く、「1000人以上」では1.7％と最も低くなっている。
表５－③　対策が進んでいない理由
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2,023 13.4 36.8 15.1 43.0 43.4 10.3

1,486 17.1 36.6 15.0 43.3 42.5 9.4

537 3.4 38.9 16.7 38.9 55.6 22.2

10人～29人 414 27.5 29.8 6.1 38.6 44.7 14.0

30人～99人 595 17.3 37.9 19.4 42.7 43.7 6.8

100人～299人 476 8.0 39.5 26.3 52.6 42.1 13.2

300人～499人 113 7.1 62.5 12.5 25.0 50.0 -

500人～999人 125 3.2 75.0 25.0 75.0 25.0 -

1000人以上 300 1.7 80.0 40.0 80.0 20.0 -

建設業 131 18.3 29.2 4.2 37.5 54.2 8.3

製造業 273 18.3 34.0 14.0 42.0 42.0 16.0

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 33.3 - - - 100.0 -

情報通信業 50 4.0 100.0 - 50.0 100.0 -

運輸業、郵便業 108 16.7 38.9 33.3 61.1 44.4 5.6

卸売業、小売業 459 10.5 47.9 14.6 45.8 33.3 8.3

金融業、保険業 40 2.5 - - - 100.0 -

不動産業、物品賃貸業 51 17.6 33.3 33.3 44.4 44.4 -

学術研究、専門・技術サービス業 73 8.2 - 16.7 33.3 33.3 16.7

宿泊業、飲食サービス業 134 17.9 25.0 8.3 50.0 41.7 8.3

生活関連サービス業、娯楽業 47 14.9 14.3 14.3 14.3 28.6 57.1

教育、学習支援業 87 11.5 40.0 10.0 20.0 20.0 30.0

医療、福祉 467 13.1 39.3 19.7 45.9 49.2 4.9

複合サービス事業 7 - - - - - -

サービス業 93 11.8 54.5 - 36.4 54.5 -
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（ⅱ）今後対策していきたいこと（概要：自由記述）
　　「社内での研修や勉強会の実施」や「相談しやすい環境づくり」と回答した事業所があった。
（４）府に望む支援

ハラスメント対策に向けて府に望む支援は、「ハラスメント事例集の配布」が56.0%と最も高く、次いで「研修の実施」
24.0%の順となっている。

「その他」では、「テーマごとの解決までの事例紹介」や「ハラスメントに該当しないケースの事例紹介」と回答した事業所があった。
表５－④　府に望む支援
[image: image4.emf]集計数

件 件 ％ 件 ％

2,023   1,700   84.0 323      16.0

1,486   1,205   81.1 281      18.9

537      495      92.2 42        7.8

10人～29人 414      283      68.4     131      31.6    

30人～99人 595      487      81.8     108      18.2    

100人～299人 476      432      90.8     44        9.2      

300人～499人 113      100      88.5     13        11.5    

500人～999人 125      113      90.4     12        9.6      

1000人以上 300      285      95.0     15        5.0      

建設業 131      107      81.7     24        18.3    

製造業 273      230      84.2     43        15.8    

電気・ガス・熱供給・水道業 3         2         66.7     1         33.3    

情報通信業 50        44        88.0     6         12.0    

運輸業、郵便業 108      88        81.5     20        18.5    

卸売業、小売業 459      397      86.5     62        13.5    

金融業、保険業 40        39        97.5     1         2.5      

不動産業、物品賃貸業 51        44        86.3     7         13.7    

学術研究、専門・技術サービス業 73        61        83.6     12        16.4    

宿泊業、飲食サービス業 134      103      76.9     31        23.1    

生活関連サービス業、娯楽業 47        38        80.9     9         19.1    

教育、学習支援業 87        76        87.4     11        12.6    

医療、福祉 467      387      82.9     80        17.1    

複合サービス事業 7         7         100.0   - -

サービス業 93        77        82.8     16        17.2    
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（５）パワーハラスメント対策義務化の認知状況
パワーハラスメント対策義務化の認知状況は、「知っている」と回答した事業所が84.0%となっている。
これを企業規模別にみると、「1000人以上」が95.0%と最も高く、「10人～29人」が68.4%と最も低くなっている。

　　また、産業分類別（集計数10件以上）にみると、「金融業、保険業」が97.5%と最も高く、「宿泊業、飲食サービス業」が76.9%と最も低くなっている。
表５－⑤　ハラスメント対策義務化の認知状況
[image: image5.emf]1 2 3 4 5 6

研

修

の

実

施

ハ

ラ

ス

メ

ン

ト

事

例

集

の

配

布

ハ

ラ

ス

メ

ン

ト

事

案

に

対

す

る

個

別

相

談

（

労

働

者

・

使

用

者

双

方

対

象

）

行

政

機

関

に

よ

る

労

使

間

調

整

対

策

に

向

け

た

コ

ン

サ

ル

テ

ィ

ン

グ

の

支

援

そ

の

他
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2,023 24.0 56.0 18.9 5.1 7.8 1.1

1,486 24.1 56.7 18.7 5.2 7.3 1.4

537 23.6 53.8 19.4 4.8 8.9 0.4

10人～29人 414 16.4 50.5 16.4 5.8 7.2 1.4

30人～99人 595 25.9 59.5 17.0 3.5 7.6 0.8

100人～299人 476 25.8 56.9 19.1 4.0 6.7 2.3

300人～499人 113 27.4 52.2 16.8 7.1 11.5 0.9

500人～999人 125 34.4 55.2 28.0 3.2 6.4 -

1000人以上 300 22.0 56.7 22.7 9.0 9.7 -

建設業 131 20.6 56.5 16.0 3.1 6.9 -

製造業 273 20.5 52.0 15.0 2.6 7.0 1.1

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 - 66.7 - - - -

情報通信業 50 18.0 58.0 18.0 6.0 2.0 2.0

運輸業、郵便業 108 16.7 62.0 18.5 6.5 6.5 -

卸売業、小売業 459 18.1 53.4 16.8 5.2 8.3 0.9

金融業、保険業 40 25.0 55.0 27.5 - 2.5 -

不動産業、物品賃貸業 51 27.5 49.0 11.8 5.9 7.8 2.0

学術研究、専門・技術サービス業 73 24.7 67.1 12.3 - 5.5 2.7

宿泊業、飲食サービス業 134 23.9 56.0 21.6 11.2 6.7 1.5

生活関連サービス業、娯楽業 47 17.0 55.3 12.8 - 8.5 2.1

教育、学習支援業 87 24.1 47.1 19.5 9.2 3.4 2.3

医療、福祉 467 36.6 58.2 24.2 6.2 10.9 1.3

複合サービス事業 7 14.3 71.4 14.3 - 14.3 -

サービス業 93 18.3 62.4 23.7 3.2 6.5 1.1

複数回答有
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